
　

第69回定時株主総会招集ご通知における
インターネット開示情報

　第69期（2018年４月１日から2019年３月31日まで）
１．連結計算書類の連結注記表
２．計算書類の個別注記表

石光商事株式会社

上記の事項は、法令及び定款第14条の規定に基づき、インターネット上の当社ウェブサ
イト（http://www.ishimitsu.co.jp/）に掲載することにより、株主のみなさまに提供
しているものであります。
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連 結 注 記 表
　

連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記等
　

1． 連結の範囲に関する事項
（1）連結子会社の数 ６社

連結子会社の名称 シーカフェー㈱
ユーエスフーズ㈱
関西アライドコーヒーロースターズ㈱
石光商貿(上海)有限公司
THAI ISHIMITSU CO.,LTD.
A.Tosh Ishimitsu Beverages India Private Limited
A.Tosh Ishimitsu Beverages India Private Limitedについては、当連結会計年

度において新たに設立したため、連結の範囲に含めております。

（2）主要な非連結子会社の名称等
非連結子会社はありません。

　

2． 持分法の適用に関する事項
（1）持分法適用の関連会社数

２社
　 持分法適用の関連会社の名称

東京アライドコーヒーロースターズ㈱
PT.SARI NIHON INDUSTRY

（2）持分法を適用しない非連結子会社及び関連会社の名称等
持分法を適用していない非連結子会社及び関連会社はありません。

（3）持分法適用会社は、決算日が連結決算日と異なっており、適用会社の事業年度に係る貸借対照表及び損
益計算書を使用しております。

　
3． 連結子会社の事業年度等に関する事項

連結子会社のうち、ユーエスフーズ㈱の決算日は２月末日であります。また、石光商貿(上海)有限公司及び
THAI ISHIMITSU CO.,LTD.の決算日は12月31日であります。
連結計算書類の作成にあたっては、同決算日現在の貸借対照表及び損益計算書を使用しております。ただ
し、連結決算日との間に生じた重要な取引については、連結上必要な調整を行っております。
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4． 会計方針に関する事項
（1）重要な資産の評価基準及び評価方法
① 有 価 証 券

その他有価証券
時価のあるもの 決算日の市場価格等に基づく時価法

なお、評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法によ
り算定しております。

時価のないもの 移動平均法による原価法
② デ リ バ テ ィ ブ 時価法
③ た な 卸 資 産 主として移動平均法による原価法（貸借対照表価額については収益性の低下に

基づく簿価切下げの方法）
ただし、未着商品については個別法による原価法（貸借対照表価額については
収益性の低下に基づく簿価切下げの方法）

（2）重要な減価償却資産の減価償却の方法
① 有 形 固 定 資 産
（リース資産を除く）

主として定率法
ただし、1998年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備を除く）並びに
2016年４月１日以降に取得した建物附属設備及び構築物及び一部の連結子会
社については定額法
なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。
　建 物 11～50年

② 無 形 固 定 資 産
（リース資産を除く）

定額法
なお、自社利用のソフトウエアについては、社内における見込利用可能期間
（５年）に基づく定額法

③ リ ー ス 資 産 所有権移転外ファイナンス・リース取引に係る資産
リース期間を耐用年数とし、残存価額を零（残価保証の取り決めがある場合は
残価保証額）とする定額法
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（3）重要な引当金の計上基準
① 貸 倒 引 当 金 売上債権等の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率

により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回
収不能見込額を計上しております。

② 賞 与 引 当 金 従業員に支給する賞与に備えるため、将来の支給見込額のうち当連結会計年度
の負担額を計上しております。

（4）退職給付に係る会計処理の方法
当社及び一部の連結子会社は、退職給付に係る負債及び退職給付費用の計算に、退職給付に係る期末自
己都合要支給額を退職給付債務とする方法を用いた簡便法を適用しております。

（5）重要なヘッジ会計の方法
繰延ヘッジ処理を採用しております。
なお、振当処理の要件を満たしている為替予約が付されている外貨建金銭債権債務については、振当処
理を行っており、特例処理の要件を満たしている金利スワップ取引については、特例処理を採用してお
ります。

（6）消費税等の会計処理
税抜方式によっております。

表示方法の変更
（「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」等の適用）
　「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第28号 平成30年２月16日）等を当連結会計年
度の期首から適用しており、繰延税金資産は投資その他の資産の区分に表示し、繰延税金負債は固定負債の区分
に表示しております。
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連結貸借対照表に関する注記
　

1． 担保に供している資産及びこれに対応する債務は次のとおりであります。
（1）担保提供資産

定 期 預 金 72,000千円
建 物 529,608千円
土 地 988,087千円

計 1,589,695千円
（2）上記に対応する債務

支払手形及び買掛金 55,505千円
長 期 借 入 金
（１年内返済予定額を含む） 1,580,000千円

計 1,635,505千円　2． 有形固定資産の減価償却累計額 2,838,547千円　3. 輸出手形割引高 30,136千円
　

連結株主資本等変動計算書に関する注記
　

1． 発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項
　

株式の種類 当連結会計年度期首 増 加 減 少 当連結会計年度末
発行済株式
　普通株式(株) 8,000,000 － － 8,000,000
自己株式
　普通株式(株) 291,989 2 － 291,991
（注）自己株式の増加は単元未満株式の買取りによる増加であります。

　
2． 配当に関する事項
（1）配当金支払額

　

決 議 株式の種類 配当金の総額
（千円）

１株当たり配当額
（円） 基 準 日 効力発生日

2018年５月25日
取締役会 普通株式 77,080 10.00 2018年

３月31日
2018年
６月７日

　

（2）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの
　

決 議 株式の種類 配当の原資 配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額(円) 基準日 効力発生日

2019年５月24日
取締役会 普通株式 利益剰余金 92,496 12.00 2019年

３月31日
2019年
６月６日
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金融商品に関する注記
　

1． 金融商品の状況に関する事項
（1）金融商品に対する取組方針

当社グループは、効率的・安定的な経営を図るため、資金繰計画に基づき、必要な資金（主に銀行借入）
を調達しております。このうち、短期的な運転資金につきましては、銀行借入により調達しております。
デリバティブは、後述するリスクを回避するために利用しており、投機的な取引は行わない方針でありま
す。

（2）金融商品の内容及びそのリスク
営業債権である受取手形及び売掛金は、顧客の信用リスクにさらされております。
投資有価証券は、すべてその他有価証券に分類されます。その一部は市場価格の変動リスクにさらされて
おります。
営業債務である支払手形、買掛金及び未払金は、そのほとんどが４か月以内の支払期日であります。ま
た、その一部には、商品等の輸入に伴う外貨建てのものがあり、為替の変動リスクにさらされておりま
す。
借入金は、主に運転資金を目的とした調達であり、償還日は最長で決算日後７年以内であります。このう
ち一部は、金利の変動リスクにさらされておりますが、デリバティブ取引（金利スワップ取引）を利用し
てヘッジしております。
デリバティブについて、為替予約取引及びコーヒー先物取引は、事業活動における為替相場及びコーヒー
生豆価格の変動によるリスクを回避する目的で行われており、その対象となる資産負債又は売買契約に係
る価格変動により、こうしたデリバティブ取引は相殺されております。また、金利スワップ取引は、借入
金の変動金利支払いに関する将来の金利上昇の影響を排除する又は一定の範囲に限定する取引であり、当
該取引に係るリスクはほとんどないと認識しております。

（3）金融商品に係るリスク管理体制
① 信用リスク（取引先の契約不履行等に係るリスク）の管理
当社は、営業債権について、1)取引開始にあたっての信用調査及び回収条件の確定、2)与信限度額の決
定、3)日常の債権管理、4)回収方法、5)取引先の信用悪化の場合の措置、6)長期債務者に対する債権管
理を債権管理規程に定め、債権を保全するための措置を講じております。
デリバティブ取引については、相手先の不履行によるリスクを軽減するために、取引相手先を信用度の
高い金融機関に限定しております。

② 市場リスク
当社は、外貨建ての営業債権債務について、為替相場及びコーヒー生豆価格の変動リスクに対して、為
替予約取引及びコーヒー先物取引を利用してヘッジしております。
当社及び一部の連結子会社は、借入金に係る支払金利の変動リスクを抑制するために、金利スワップ取
引を利用しております。
投資有価証券は、定期的に時価を入手し、また必要に応じて取引先企業の財務情報等の確認を行い、市
場や取引先企業との関係を勘案して保有状況を継続的に見直しております。
デリバティブ取引については、通貨関連のデリバティブ取引は「デリバティブリスク管理規程」に従
い、貿易業務チームにおいて行っており、管理部門長が、デリバティブの取引結果やポジションと相手
先（銀行）からの残高報告とを照合する等の管理を行っております。また、金利関係のデリバティブ取
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引は、取締役会の承認に基づいて企画財務チームが取引の実行及び管理を行っております。さらに商品
関連のデリバティブ取引は、「デリバティブリスク管理規程」に基づいて一定の限度額の範囲内でコー
ヒー・飲料部門においてデリバティブの取引結果やポジションを記録し、相手先からの残高報告と照合
等の管理を行っております。各部門長は、これらデリバティブ取引について、その結果を取締役会に定
期的に報告することとしております。

③ 資金調達に係る流動性リスク(支払期日に支払いを実行できなくなるリスク)の管理
当社は、支払実績及び支払予定を考慮し、企画財務チームが適時に資金繰り表を作成・更新するととも
に、手元流動性の維持等により流動性リスクを管理しております。

（4）金融商品の時価等に関する事項についての補足説明
金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定された価額が
含まれております。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等を採用
することにより、当該価額が変動することがあります。また、契約額等については、その金額自体がデリ
バティブ取引に係る市場リスクを示すものではありません。
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2． 金融商品の時価等に関する事項
2019年３月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりでありま
す。なお、時価を把握することが極めて困難と認められるものは、次表には含めておりません（（注）2.を
参照ください。）。

（単位：千円）
科 目 連結貸借対照表計上額 時価 差額

（1）現金及び預金 2,999,788 2,999,788 －
（2）受取手形及び売掛金 7,239,445 7,239,445 －
（3）投資有価証券 255,121 255,121 －

資産計 10,494,354 10,494,354 －
（1）支払手形及び買掛金 3,967,699 3,967,699 －
（2）短期借入金 2,237,500 2,237,500 －
（3）未払金 1,318,550 1,318,550 －
（4）長期借入金 4,558,976 4,564,842 5,866

負債計 12,082,726 12,088,592 5,866
デリバティブ取引(※)
① ヘッジ会計が適用
　されていないもの △9,536 △9,536 －

② ヘッジ会計が適用
　されているもの 1,464 1,464 －

デリバティブ取引計 △8,071 △8,071 －
　

（※）デリバティブ取引によって生じた正味の債権・債務は純額で表示しております。
　

（注）1． 金融商品の時価の算定方法並びに有価証券及びデリバティブ取引に関する事項
資産
（1）現金及び預金、並びに（2）受取手形及び売掛金

これらはすべて短期間で決済されるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額
によっております。

（3）投資有価証券
これらの時価について、取引所の価格によっております。なお、投資有価証券はその他有価証券と
して保有しており、これに関する連結貸借対照表計上額と取得原価との差額は以下のとおりであり
ます。

（単位：千円）
種類 連結貸借対照表

計上額 取得原価 差額

連結貸借対照表計上額が
取得原価を超えるもの 株式 192,899 73,149 119,750

連結貸借対照表計上額が
取得原価を超えないもの 株式 62,221 64,275 △2,054

合計 255,121 137,424 117,696
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負債
（1）支払手形及び買掛金、（2）短期借入金並びに（3）未払金

これらはすべて短期間で決済されるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額
によっております。

（4）長期借入金
これらの時価については、元利金の合計額を当該借入金の残存期間及び信用リスクを加味した利率
により算定しております。変動金利による長期借入金のうち、金利スワップの特例処理の対象とさ
れているものについては、当該金利スワップと一体として処理された元利金の合計額を、同様の借
入を行った場合に適用される合理的に見積られる利率で割り引いて算定する方法によっておりま
す。その他の変動金利による長期借入金については、短期間で市場金利を反映し、また、当社の信
用状態は実行後大きく異なっていないことから、時価は帳簿価額と近似していると考えられるた
め、当該帳簿価額によっております。

　
デリバティブ取引
① ヘッジ会計が適用されていないもの
商品関連

（単位：千円）

取引の種類 契約額等 時価 評価損益
1年超

市場取引

商 品 先 物 取 引
コーヒー
売建 62,747 － 2,062 2,062
買建 98,786 － △11,598 △11,598

合計 161,534 － △9,536 △9,536
（※）時価の算定方法は、商品取引所における最終価格に期末の直物為替相場を乗じて算定しておりま

す。
　

② ヘッジ会計が適用されているもの
1）商品関連

（単位：千円）
ヘッジ会計の
方法 取引の種類 主なヘッジ対象 契約額等 時価

1年超

原則的処理
方法

商 品 先 物 取 引
コーヒー
売建 売掛金 12,641 － 734
買建 買掛金 26,011 － △1,873
合計 38,652 － △1,138

　

（※）時価の算定方法は、商品取引所における最終価格に期末の直物為替相場を乗じて算定しておりま
す。
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2）通貨関連
（単位：千円）

ヘッジ会計の
方法 取引の種類 主なヘッジ対象 契約額等 時価

1年超

為替予約の
振当処理

為 替 予 約 取 引
売建 売掛金
米ドル 32,751 － 103
買建 買掛金
米ドル 4,019,475 181,187 6,940
スイスフラン 30,055 － △553
ユーロ 195,094 － △4,104
人民元 14,371 － 372
タイバーツ 1,307,188 － △155
合計 5,598,937 181,187 2,602

　

（※1）時価の算定方法は、取引先金融機関から提示された価格等によっております。
（※2）為替予約の振当処理により、ヘッジ対象とされている買掛金と一体として処理されているものの

時価については、当該買掛金の時価に含めて記載しております。
　

3）金利関連
（単位：千円）

ヘッジ会計の
方法 取引の種類 主なヘッジ対象 契約額等 時価

1年超
金利スワップ
の特例処理

金利スワップ取引
変動受取・固定支払 長期借入金 1,305,176 749,120 （※2）

合計 1,305,176 749,120 －
　

（※1）時価の算定方法は、取引先金融機関から提示された価格等によっております。
（※2）金利スワップの特例処理によるものは、ヘッジ対象とされている長期借入金と一体として処理さ

れているため、その時価は、当該長期借入金の時価に含めて記載しております。
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（注）2． 時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品
（単位：千円）

区分 連結貸借対照表計上額
関係会社株式 2,937,110
その他有価証券
　非上場株式 44,558

　

（※）これらについては、市場価格がなく、かつ将来キャッシュ・フローを見積ること等ができず、時価
を把握することが極めて困難と認められることから、「（3）投資有価証券」には含めておりません。

　
（注）3． 金銭債権の連結決算日後の償還予定額

（単位：千円）
科目 １年以内 １年超

５年以内
５年超
10年以内 10年超

現金及び預金 2,999,788 － － －
受取手形及び売掛金 7,239,445 － － －

合計 10,239,233 － － －
　
（注）4． 長期借入金の連結決算日後の返済予定額

（単位：千円）
科目 １年以内 １年超

２年以内
２年超
３年以内

３年超
４年以内

４年超
５年以内 ５年超

長期借入金 1,570,256 1,232,356 855,564 539,600 234,000 127,200
合計 1,570,256 1,232,356 855,564 539,600 234,000 127,200

　
１株当たり情報に関する注記
　

１株当たり純資産額 1,089円63銭
１株当たり当期純利益 53円63銭
（注）１株当たり当期純利益の算定上の基礎は、以下のとおりであります。
親会社株主に帰属する当期純利益 413,401千円
普通株主に帰属しない金額 ― 千円
普通株式に係る親会社株主に
帰属する当期純利益 413,401千円

普通株式の期中平均株式数 7,708千株
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個 別 注 記 表
　

重要な会計方針に係る事項に関する注記
　

1． 有価証券の評価基準及び評価方法
子会社株式及び関連会社株式 移動平均法による原価法
そ の 他 有 価 証 券
時 価 の あ る も の 決算日の市場価格等に基づく時価法

なお、評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法に
より算定しております。

時 価 の な い も の 移動平均法による原価法
　
2． デリバティブの評価基準 時価法
　
3． たな卸資産の評価基準及び評価方法

商 品 移動平均法による原価法（貸借対照表価額については収益性の低下に基づく
簿価切下げの方法）

未 着 商 品 個別法による原価法（貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価
切下げの方法）

　
4． 固定資産の減価償却の方法

有 形 固 定 資 産
( リ ー ス 資 産 を 除 く )

定率法
ただし、1998年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備を除く）並び
に2016年４月１日以降に取得した建物附属設備及び構築物については定額
法
なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。
　建 物 11～50年

無 形 固 定 資 産
( リ ー ス 資 産 を 除 く )

定額法
なお、自社利用のソフトウエアについては、社内における見込利用可能期間
（５年）に基づく定額法

リ ー ス 資 産 所有権移転外ファイナンス・リース取引に係る資産
リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法
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5． 引当金の計上基準
貸 倒 引 当 金 売上債権等の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績

率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案
し、回収不能見込額を計上しております。

賞 与 引 当 金 従業員に支給する賞与に備えるため、将来の支給見込額のうち当期の負担額
を計上しております。

退 職 給 付 引 当 金 従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務に基づ
き計上しております。

　
6． ヘッジ会計の方法

繰延ヘッジ処理を採用しております。
なお、振当処理の要件を満たしている為替予約が付されている外貨建金銭債権債務については、振当処理
を行っており、特例処理の要件を満たしている金利スワップ取引については、特例処理を採用しておりま
す。

　
7． 消費税等の会計処理

税抜方式によっております。

表示方法の変更
（「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」等の適用）
　「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第28号 平成30年２月16日）等を当事業年度の
期首から適用しており、繰延税金負債は固定負債の区分に表示しております。
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貸借対照表に関する注記
　

1. 担保に供している資産及びこれに対応する債務は次のとおりであります。
（1）担保提供資産

定 期 預 金 72,000千円
建 物 529,608千円
土 地 988,087千円

計 1,589,695千円
（2）上記に対応する債務

支 払 手 形 18,602千円
買 掛 金 36,903千円
長 期 借 入 金
(１年内返済予定額を含む) 1,580,000千円

計 1,635,505千円
　
2． 有形固定資産の減価償却累計額 1,309,299千円
　
3. 輸出手形割引高 30,136千円
　
4. 区分掲記されたもの以外で各科目に含まれている関係会社に対する金銭債権及び金銭債務は次のとおりであ

ります。
短 期 金 銭 債 権 485,708千円
短 期 金 銭 債 務 399,386千円

　
損益計算書に関する注記
　

関係会社との取引高
売 上 高 1,162,501千円
仕 入 高 3,926,218千円
有 償 支 給 高 1,713,680千円
その他の営業取引高 1,102千円
営業取引以外の取引高 74,735千円

　
株主資本等変動計算書に関する注記
　

自己株式に関する事項
　

株式の種類 当事業年度期首 増 加 減 少 当事業年度末
普通株式(株) 291,989 2 － 291,991
（注）自己株式の増加は単元未満株式の買取りによる増加であります。
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税効果会計に関する注記
　

繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳
　 繰延税金資産

未 払 事 業 税 等 11,784千円
未 払 費 用 7,358千円
賞 与 引 当 金 46,698千円
繰 延 ヘ ッ ジ 損 失 355千円
関 係 会 社 株 式 18,128千円
関 係 会 社 出 資 金 24,721千円
貸 倒 引 当 金 32,090千円
減 損 損 失 16,521千円
そ の 他 28,713千円
繰延税金資産小計 186,372千円
評 価 性 引 当 額 △100,068千円
繰延税金資産合計 86,303千円

　 繰延税金負債
固定資産圧縮積立金 250,399千円
その他有価証券評価差額金 36,244千円
繰 延 ヘ ッ ジ 利 益 814千円
繰延税金負債合計 287,458千円
繰延税金負債の純額 201,154千円
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関連当事者との取引に関する注記
　

子会社及び関連会社

種類 会 社 等
の 名 称

議決権等
の所有(被
所有)割合

関 連 当 事 者
と の 関 係 取引の内容 取引金額

（千円） 科 目 期末残高
（千円）

子 会 社 関西アライドコーヒー
ロースターズ㈱

所有
直接
67.7％

当 社 商 品 の
加 工 委 託
役員の兼任３名

商品の加工委託(注)1 3,795,425 買掛金 384,252

原材料の有償支給(注)2 1,713,680 未収入金 171,983

土地・建物等の賃貸(注)3 45,853 未収入金 3,990

子 会 社 石光商貿(上海)有限公司 100.0％
当社商品のコーヒー及び食品の販売
役員の兼任４名

商品売上 ( 注 )1 387,026 売掛金 191,975
　

（注）1．価格その他の取引条件は、市場実勢を勘案して当社が希望価格を提示し、価格交渉の上で決定してお
ります。

2．原材料の有償支給については、市場価格等を勘案して決定しております。
3．土地・建物等の賃貸については、賃貸人の賃貸に係るコストを参考にして賃借料を決定しておりま
す。

4．取引金額には消費税等を含めておりません。期末残高には消費税等を含めております。
　
　

１株当たり情報に関する注記
　

１株当たり純資産額 707円31銭
１株当たり当期純利益 45円10銭
（注）１株当たり当期純利益の算定上の基礎は、以下のとおりであります。
当期純利益 347,606千円
普通株主に帰属しない金額 ― 千円
普通株式に係る当期純利益 347,606千円
普通株式の期中平均株式数 7,708千株
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